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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 155,608 119.0 5,452 ― 2,111 ― 1,366 ―
22年3月期第2四半期 71,063 △21.7 △3,476 ― △5,294 ― △5,948 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 7.88 ―
22年3月期第2四半期 △51.74 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 403,115 41,601 8.5 196.63
22年3月期 405,960 42,554 8.7 204.80

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  34,440百万円 22年3月期  35,462百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想）
― 2.50 2.50

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 330,000 43.0 10,500 430.6 5,500 ― 4,000 ― 22.95



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1.本資料に記載しております業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
2.連結業績予想に関する事項につきましては、本日（平成22年11月9日）公表の「平成23年3月期業績予想の修正及び第2四半期業績予想との差異に関す
るお知らせ」および四半期決算短信【添付資料】5ページ「（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.6「２.その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 186,565,418株 22年3月期  186,565,418株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  11,411,698株 22年3月期  13,403,156株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 173,404,981株 22年3月期2Q 114,965,126株
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１． 当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 

当第２四半期累計期間（2010 年 4 月 1日～9月 30 日）は、新興国に牽引されるかたちで

緩やかながら世界的に景気回復が進みました。それとともに国内でも一時的に需要回復が

見られましたが、欧米の景気の伸び悩みや円高の進行など、経済の減速感が強まってきて

おります。 

 

当社の当第２四半期累計期間の連結売上高は、前年同期と比べ 845 億円増加し 1,556 億

円となりました。これは、2009 年 10 月に行ったセイコーインスツル（株）との経営統合に

伴って同社およびその子会社を連結範囲に含めたことの影響額 850 億円のほか、ウオッチ

事業、電子部品等事業の売上が回復した一方、眼鏡事業およびその他の事業で売上が減少

したことによります。利益面につきましては、前年同期の 34 億円の営業損失から営業利益

54 億円となり、また、支払利息および為替差損は増加したものの、持分法投資損益の改善

等により前年同期の経常損失 52 億円に対して、経常利益は 21 億円となりました。そのほ

か、子会社における役員退職慰労引当金戻入による特別利益 2 億円、固定資産除却損およ

び資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額など特別損失 8 億円を計上した結果、税金等

調整後の四半期純利益は 13 億円（前年同期は四半期純損失 59 億円）となりました。 

 

 

【セグメント別の概況】 

当社はウオッチ事業、電子部品等事業、クロック事業、眼鏡事業、その他の事業の 5 事

業を連結経営管理組織としております。当第１四半期より、ウオッチ事業には、前年度ま

でのウオッチ事業にセイコーインスツル事業のウオッチ製造、ウオッチムーブメント販売

等を加えております。また、セイコーインスツル事業のメカトロニクス・電子デバイス事

業等にプレシジョン事業を加えたものを電子部品等事業としております。クロック事業、

眼鏡事業、その他の事業の内容に前年度から変更はありません。 

 

各セグメントの業績は次のとおりです。 

 

①ウオッチ事業 

ウオッチ事業の当四半期累計期間の売上高は、174 億円増加し 473 億円(前年同期比

58.4％増)となりました。連結経営管理組織の変更に伴う影響額は 167 億円です。国内では、

「グランドセイコー」が「５０周年記念モデル」を中心に好調に推移し、高価格帯商品の

売れ行きが回復しつつあります。また、中低価格帯商品では、レディスウオッチ「ティセ」

も順調な推移を見せ、全体としても堅調な結果となりました。海外では、欧州での売上回

復が遅れるなか、中国をはじめとしたアジア諸国向け売上が順調に進み、さらに米国でも



回復の兆しを見せ始めました。その結果、全体として前年同期を上回る売上とすることが

できました。ウオッチムーブメント販売は市況の回復とともに順調に売上を伸ばしました。 

利益につきましては、売上高の増加に加え、営業費用の圧縮にも努めた結果、営業利益

が前年同期より 34 億円増加の 39 億円となりました。 

 

②電子部品等事業 

電子部品等事業は売上高 846 億円、営業利益 26 億円となりました。同売上高のうち前期

までのプレシジョン事業に該当する事業の売上高は 147 億円です。分野別には、電子デバ

イスのうち半導体が薄型テレビや車載用 IC 等を中心に順調に売上を伸ばし、メカトロニク

スデバイスではハードディスクコンポーネントなどが引き続き好調でした。システムアプ

リケーションでは国内向けセキュリティー関連商品用移動体通信モジュールは堅調を持続

いたしましたが、広告看板業界の回復の遅れから大型プリンタ等で不調が続いております。

また、科学機器のアジア向け売上は順調に推移しておりますが、国内向け売上の回復が遅

れております。 

 

③クロック事業 

クロック事業は売上高 43 億円(前年同期比 5.4％増)となりました。国内は個人消費の伸

び悩みから平均単価の低下傾向が続き、厳しい状況が続いておりますが、海外向けを中心

に前期より売上を伸ばしております。しかし、利益面では売上利益率の悪化により営業損

失 4億円(前年同期は営業損失 4億円)となりました。 

 

④眼鏡事業 

眼鏡事業は売上高が 118 億円（前年同期比 5.8％減）となりました。欧米での売上は順調

な推移を示しておりますが、国内では量販価格帯レンズの販売競争激化の影響により売上

の伸び悩みが続いております。利益面では、前年同期は営業損失 2 億円でしたが、営業費

用の削減効果等により、当第 2四半期では営業利益 1億円を計上いたしました。 

 

⑤その他の事業 

その他の事業は売上高 127 億円（前年同期比 8.9%減）、営業損失 7億円（前年同期は営業

損失 9 億円）となりました。今夏の猛暑等の影響も受け国内消費の低迷が続いていること

などにより、大変厳しい結果となりました。 

 

 



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

【資産・負債・純資産の状況】 

当第２四半期末の総資産は 4,031 億円と、前連結会計年度末に比べて 28 億円の減少とな

りました。季節変動などにより受取手形および売掛金が 38 億円減少した一方、棚卸資産が  

48 億円増加し、また、繰延税金資産（流動）が 19 億円増加したことなどにより、流動資産

は 23 億円の増加となりました。固定資産は減価償却による減少のほか、その他有価証券の

評価差額の減少等により 51 億円の減少となりました。負債につきましては、借入金の減少

などから前年度末より 18 億円減少し 3,615 億円となりました。資本剰余金を 76 億円取崩

し利益剰余金へ振替えたほか、四半期利益の計上により利益剰余金は 90 億円増加しました

が、為替換算調整勘定の減少などにより、純資産は前年度末と比べて 9 億円減少した 416

億円となりました。 

 

 

【キャッシュ・フローの状況】 

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物の期末残高は 554 億円となり、前会

計年度末残高 553 億円に比べて 1億円の増加となりました。 

これは、主として以下の要因によるものです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益 14 億円を計上し、さ

らに減価償却費 78 億円、売上債権の減少 20 億円、仕入債務の増加 87 億円などによりキャ

ッシュ・フローが増加したことから 158 億円のプラスとなりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出 54 億円などによ

り 45 億円のマイナスとなりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入金の返済などのため 101 億円のマイナ

スとなりました。 

 

この他、現金及び現金同等物に係る換算差額として 10 億円のマイナスが計上されており

ます。 



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

アジアの景気回復は継続するものの、欧米の景気低迷などにより、当面の間は、世界経

済の回復ペースは鈍化すると思われます。また、日本経済も円高の長期化懸念など先行き

に対する不安材料がいっそう増加し、足元の景況感は厳しい状況となっております。 

当第２四半期までの当社の連結業績は、売上高では業績予想を若干下回ったものの、利

益面においては順調に推移してまいりました。しかしながら、当第３四半期には電子部品

等事業において若干の調整局面に入ると思われ、また為替による影響を加味いたしました

結果、売上高は前回予想を 100 億円下回る 3,300 億円とさせていただきます。営業利益他

につきましては、営業費用の圧縮を進めることなどにより前回予想通りといたします。 

また、セグメント別業績予想につきましても下記のとおり修正いたします。 

 

【通期連結業績予想】 

 今回業績予想 前回（8月 10 日発表値） 

売 上 高 3,300 億円 （前年比 143.0% ）   3,400 億円 

営 業 利 益 105 億円 （前年比  530.6% ） 105 億円 

経 常 利 益 55 億円 （前年比 --  ） 55 億円 

当期純利益 40 億円 （前年比 --  ） 40 億円 

 

 

【通期セグメント別業績予想】 

       単位：億円 

売 上 高 営 業 利 益 
 

今回予想 前 回 今回予想 前 回 

ウ オ ッ チ 事 業 960 900 55 45 

電 子 部 品 等 事 業 1,800 1,950 50 50 

ク ロ ッ ク 事 業 95 95 △ 5 0 

眼 鏡 事 業 240 240 3 0 

そ の 他 の 事 業 270 300 △ 3 0 

事 業 別 合 計 3,365 3,485 100 95 

     

連 結 合 計 3,300 3,400 105 105 

(注) 連結合計はセグメント間の内部売上高消去など、連結調整後の数値です。 

 

※ 上記の予想は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

 



２． その他の情報 

 

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  ①簡便な会計処理 

   固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

②特有の会計処理 

   該当事項はありません。 

 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

  ①会計処理基準に関する事項の変更 

１）資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18 号 平成 20 年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益への影響額は軽微で、税金等調整前四半期純利益は

365百万円減少しました。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は565百万円です。 

   ２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適

用しております。なお、この変更に伴う当第２四半期連結財務諸表への影響はありません。 

   ３）企業結合に関する会計基準等の適用  

     当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計

基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表

分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20

年12月26日）を適用しております。 

②表示方法の変更 

 （四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

 



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 56,501 56,548

受取手形及び売掛金 47,086 50,918

商品及び製品 41,033 37,969

仕掛品 11,759 10,890

原材料及び貯蔵品 9,812 8,912

未収入金 2,419 3,339

繰延税金資産 6,299 4,347

その他 5,047 4,777

貸倒引当金 △1,323 △1,402

流動資産合計 178,635 176,301

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 107,785 107,916

機械装置及び運搬具 98,218 97,437

工具、器具及び備品 35,188 35,067

その他 1,148 781

減価償却累計額 △164,946 △161,075

土地 80,636 80,739

建設仮勘定 2,669 2,382

有形固定資産合計 160,701 163,249

無形固定資産   

のれん 11,624 12,075

その他 11,890 12,305

無形固定資産合計 23,514 24,381

投資その他の資産   

投資有価証券 31,400 32,415

繰延税金資産 2,713 2,939

その他 9,640 10,070

貸倒引当金 △3,490 △3,395

投資その他の資産合計 40,263 42,028

固定資産合計 224,480 229,659

資産合計 403,115 405,960



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 47,644 40,798

短期借入金 78,691 102,276

1年内返済予定の長期借入金 36,778 59,777

未払金 8,295 11,567

未払法人税等 1,692 1,084

繰延税金負債 10 21

賞与引当金 4,824 1,938

その他の引当金 669 552

資産除去債務 60 －

その他 10,193 8,227

流動負債合計 188,860 226,244

固定負債   

長期借入金 128,772 93,016

繰延税金負債 4,946 5,207

再評価に係る繰延税金負債 5,490 5,490

退職給付引当金 25,858 26,398

その他の引当金 1,392 1,746

資産除去債務 531 －

負ののれん 1,136 1,325

その他 4,524 3,976

固定負債合計 172,653 137,161

負債合計 361,513 363,405

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 7,122 14,770

利益剰余金 22,327 13,262

自己株式 △2,535 △2,984

株主資本合計 36,914 35,048

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 589 1,388

繰延ヘッジ損益 △14 44

土地再評価差額金 7,154 7,154

為替換算調整勘定 △10,202 △8,173

評価・換算差額等合計 △2,473 414

少数株主持分 7,160 7,092

純資産合計 41,601 42,554

負債純資産合計 403,115 405,960



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 71,063 155,608

売上原価 45,706 107,799

売上総利益 25,357 47,808

販売費及び一般管理費 28,834 42,356

営業利益又は営業損失（△） △3,476 5,452

営業外収益   

受取利息 50 95

受取配当金 173 89

負ののれん償却額 189  

持分法による投資利益 － 619

その他 501 1,025

営業外収益合計 915 1,830

営業外費用   

支払利息 1,488 2,736

為替差損  1,251

持分法による投資損失 775 －

その他 468 1,182

営業外費用合計 2,733 5,170

経常利益又は経常損失（△） △5,294 2,111

特別利益   

役員退職慰労引当金戻入額 － 225

固定資産売却益 221 －

特別利益合計 221 225

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 332

関係会社貸倒引当金繰入額 101 237

固定資産除却損 － 174

訴訟関連損失 － 97

減損損失 456 －

特別損失合計 558 841

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,631 1,496

法人税、住民税及び事業税 622 1,503

法人税等調整額 △294 △1,567

法人税等合計 327 △63

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,560

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10 193

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,948 1,366



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△5,631 1,496

減価償却費 2,882 7,897

退職給付引当金の増減額（△は減少） △288 △460

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7 △261

貸倒引当金の増減額（△は減少） 125 92

受取利息及び受取配当金 △223 △185

持分法適用会社からの配当金の受取額 204 7

支払利息 1,488 2,736

為替差損益（△は益） 89 460

持分法による投資損益（△は益） 775 △619

減損損失 456 －

固定資産売却損益（△は益） △221 －

固定資産除却損 48 249

売上債権の増減額（△は増加） △198 2,066

たな卸資産の増減額（△は増加） 177 △5,983

未収入金の増減額（△は増加） 2,262  

仕入債務の増減額（△は減少） 1,564 8,753

未払金の増減額（△は減少） △1,495 △3,525

賞与引当金の増減額（△は減少）  2,885

その他の流動負債の増減額（△は減少）  1,630

その他 △184 2,111

小計 1,822 19,353

利息及び配当金の受取額 224 185

利息の支払額 △1,524 △2,791

法人税等の支払額 △328 △852

営業活動によるキャッシュ・フロー 194 15,895

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △665 △5,466

有形固定資産の売却による収入 452 879

投資有価証券の取得による支出 △0 △48

投資有価証券の売却による収入 36 24

投資有価証券の償還による収入 3,600 －

貸付けによる支出 △205 △246

貸付金の回収による収入 279 237

その他 △23 88

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,471 △4,531



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 223,722 319,914

短期借入金の返済による支出 △228,927 △337,069

長期借入れによる収入 23,580 46,912

長期借入金の返済による支出 △20,775 △40,240

配当金の支払額 △290 －

その他 △140 331

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,830 △10,151

現金及び現金同等物に係る換算差額 △125 △1,050

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 710 163

現金及び現金同等物の期首残高 16,841 55,331

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△84 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 17,467 55,494



該当事項はありません。

1. 事業の種類別セグメント情報

前第2四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） (単位：百万円)

ウオッチ クロック その他の 消  去
又は 連   結

事   業 事   業 事  業 事  業 事  業 全  社

売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 29,091 12,929 3,400 13,099       - 71,063

(2)セグメント間の
783 783 766 949 ( 3,329)       -

　　　　　　計 29,874 13,713 4,166 14,048 ( 3,329) 71,063

営業利益又は営業損失(△) 530 △ 287 △ 408 △ 987 ( 2,047) △ 3,476

事業区分の方法及び変更

各事業区分の主要商品

  ウオッチ

  情報ネットワークシステム、カメラ用シャッタ、半導体

  眼鏡レンズ・フレーム

  クロック

  ゴルフクラブ、音響機器、高級服飾・雑貨品、不動産賃貸、設備時計、スポーツ計時機器

2. 所在地別セグメント情報

前第2四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）
(単位：百万円)

売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 46,892 6,579 71,063 71,063

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高 6,706 2 14,665 -      

計 53,599 6,581 85,729 71,063

営業利益又は営業損失(△) △ 3,588 △ 308 △ 3,026 △ 3,476

(注) 1．国又は地域の区分は、地理的隣接度によっております。

2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米、中米、南米地域

ヨーロッパ、アフリカ地域

アジア、オセアニア、中近東地域

9,005

52

消去又は
全    社

( 14,665)

( 14,665)

( 450)

       -9,004

アメリカ日本 欧州

(1)アメリカ ・・・・・・

(2)欧州     ・・・・・・

(3)アジア   ・・・・・・

16,543

818

計

8,588

アジア

眼 鏡 事 業

ク ロ ッ ク 事 業

そ の 他 の 事 業

2.

事 業 区 分

ウ オ ッ チ 事 業

プ レ シ ジ ョ ン 事 業

(注)1.

事業区分につきましては、親会社における連結事業管理体制に基づき行っております。

主   要   な   商   品

内部売上高又は振替高

(5)セグメント情報

プレシジョン

1 7,955

12,589

△ 276 △ 1,428

連   結

計

(4)継続企業の前提に関する注記

眼  鏡

71,063

3,329

74,393

12,543

46



3. 海外売上高

前第2四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）
(単位：百万円)

アメリカ 欧州 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 7,497 9,531 30,870 

Ⅱ 連 結 売 上 高 71,063 

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(%)

1. 国又は地域の区分は、地理的隣接度によっております。

2. 各区分に属する主な国又は地域

北米、中米、南米地域

ヨーロッパ、アフリカ地域

アジア、オセアニア、中近東地域

3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における外部顧客に対する売上高であります。

【セグメント情報】

1. 報告セグメントの概要

ます｡

各報告セグメントに属する主要な製品及び商品は以下の通りであります。

  ウオッチ、ウオッチムーブメント

  ハードディスクコンポーネント、半導体、水晶振動子、液晶デバイス

  電池・材料、データサービス、電子辞書、プリンタ、計測分析装置

  情報ネットワークシステム、カメラ用シャッタ

  クロック

  眼鏡レンズ・フレーム

  ゴルフクラブ、音響機器、高級服飾・雑貨品、不動産賃貸、設備時計、スポーツ計時機器

2. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第2四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） (単位：百万円)

ウオッチ 電子部品等 眼  鏡 その他の

事   業 事  業 事   業 事  業 事   業 （注2）

売 上 高

　外部顧客への売上高 46,094 82,409 11,821 11,836 -      155,608  

　セグメント間の
1,218 2,210 43 956 △5,375 -        

　　　　　　計 47,313 84,620 11,864 12,793 △5,375 155,608  

3,965 2,657 178 △ 725 △ 179 5,452 

2．

 （追加情報）

該当事項はありません。

(6)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

報　告　セ　グ　メ　ン　ト

13.4 

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）
及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用して
おります。

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分
の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
  当社は、持株会社として、それぞれの事業会社を連結管理する経営体制をとっており、各事業会社は、取り扱う製品・
商品及びこれらに付帯する業務について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。
  したがって、当社は、各事業の中核会社を中心とした製品・商品別のセグメントから構成されており、「ウオッチ事
業」、「電子部品等事業」、「クロック事業」、「眼鏡事業」及び「その他の事業」の5つを報告セグメントとしており

調整額
（注1）計

155,608

ウ オ ッ チ 事 業

(注)

(1)アメリカ ・・・・・・

(2)欧州     ・・・・・・

(3)アジア   ・・・・・・

事 業 区 分

10.5 

クロック

主　要　な　製　品　及　び　商　品

4,391

(注)1. セグメント利益の調整額△179百万円には、のれんの償却額△451百万円、セグメント間取引消去等1,011百万円、各報告セグ
メントに配分していない全社費用△739百万円が含まれております。全社費用の主なものは、親会社（持株会社）に係る費用
であります。

13,842 

19.5 

△ 443 5,631

160,983

945 5,375

3,445

内部売上高又は振替高

セグメント利益又は損失(△)

セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

四半期連結
損益計算書
計上額

アジア

43.4 

電 子 部 品 等 事 業

ク ロ ッ ク 事 業

眼 鏡 事 業

そ の 他 の 事 業
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